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主     文 

       本件上告を棄却する。 

       上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

 民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは民訴法３１２条１

項又は２項所定の場合に限られるところ、本件上告の理由は、明らかに上記各項に

規定する事由に該当しない。 

 よって、裁判官三浦守の反対意見があるほか、裁判官全員一致の意見で、主文の

とおり決定する。なお、裁判官高須順一の補足意見がある。 

 裁判官高須順一の補足意見は、次のとおりである。 

 私は、多数意見に賛同するものであるが、事案に鑑み、補足して若干意見を述べ

ておきたい。 

 現在、「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置について」と題する昭和

２９年社発第３８２号厚生省社会局長通知（以下「昭和２９年通知」という。）に

基づき、地方公共団体が一定の外国人に対して日本国籍を有する者と同様の基準で

生活保護の支給を行っているという事実がある。この扱いはあくまで行政措置にと

どまるが、例えば、昭和５６年には、「難民の地位に関する条約」及び「難民の地

位に関する議定書」への加入を契機として、「難民の地位に関する条約等への加入

に伴う出入国管理令その他関係法律の整備に関する法律」（昭和５６年法律第８６

号）が制定され、それまで国籍要件を課していた国民年金法ほかの社会保障関係国

内法について国籍要件が撤廃された。その際、生活保護法に関しては、昭和２９年

通知に基づく生活保護の支給が行われていることが考慮され、法改正の必要が生じ

なかったという経緯もある。 
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 外国人に関する生活保護の支給の在り方について議論する際には、以上のような

事実及び経緯を踏まえる必要がある。 

 裁判官三浦守の反対意見は、次のとおりである。 

 本件は、在留資格を有する外国人である上告人が、被上告人を相手に、生活保護

法に基づく生活保護申請に係る却下決定の取消し及び生活保護開始決定の義務付け

等を求める訴訟であり、原審は、同法が外国人を生活保護の対象としていないこと

が憲法２５条１項等に違反するものではないなどとして、上記取消しの請求を棄却

し、上記義務付けの請求を却下するなどした。 

 本件上告は、原判決には憲法２５条１項、１４条１項等の解釈の誤りがあること

を理由としているが、多数意見は、決定の理由から明らかなとおり、生活保護法が

外国人を生活保護の対象としないことが憲法に違反するか否かについて判断してお

らず、これを合憲と判断するものでもない。 

 私は、生活保護法１条及び２条が同法による保護の対象を「国民」と規定する部

分（以下、この部分を「本件規定」という。）のうち、少なくとも、特定活動の在

留資格をもって在留する外国人であって、法務大臣が当該外国人について特に指定

する活動として「本邦の医療機関において医療を受けることを必要とする特別な事

情を有する者が行う疾病（又は傷害）のため療養する活動及び日常的な活動」の指

定がされるもの等を除外する部分は、憲法２５条及び１４条１項に違反し無効であ

るから、原判決を破棄し、本件を原裁判所に差し戻すのが相当であると考える。以

下理由を述べる。 

 １ 事実関係等 

 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

 ⑴ 上告人は、ａ国の国籍を有する外国人で、平成２７年２月、「留学」の在留

資格の下に来日した後、「技術・人文知識・国際業務」の在留資格への変更を受け

て就労し、その後、在留資格を失うなどしたが、平成３０年頃、体調を崩し、平成

３１年３月頃、末期のｂに進行し、同月頃からｃを開始し、現在は週３回のｃを受
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けるとともに、千葉県からｄ（１級）で身体障害者手帳の交付を受けている。 

 上告人は、法務大臣から在留特別許可を受け（出入国管理及び難民認定法（以下

「出入国管理法」という。）５０条１項）、「特定活動」（同法別表第１の５）の

在留資格をもって在留しており、法務大臣が個々の外国人について特に指定する活

動（同法別表第１の５の表の下欄）として「本邦の医療機関において医療を受ける

ことを必要とする特別な事情を有する者が行う疾病のため療養する活動及び日常的

な活動（収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動を除く。）」の指定

がされている。 

 ⑵ 上告人は、令和３年１１月１８日、千葉市長に対し、生活保護の申請（以下

「本件申請」という。）をしたが、同市長は、同年１２月１日、生活保護法に基づ

く保護の申請については上告人が国民に当たらないことを理由に、「生活に困窮す

る外国人に対する生活保護の措置について」（昭和２９年社発第３８２号厚生省社

会局長通知。以下「昭和２９年通知」という。）を踏まえた行政措置としての保護

の申請については上告人の在留資格では要件に該当しないことを理由に、本件申請

を却下した。 

 上告人は、令和３年１２月６日、上記各却下決定を不服として、千葉県知事に対

し審査請求をした。 

 上告人は、令和３年１２月１４日、本件訴えを提起した。 

 ２ 外国人に対する行政措置による保護 

 ⑴ 昭和２９年通知は、外国人が生活保護法の適用対象とならないとした上で、

当分の間、生活に困窮する外国人に対しては日本国民に対する生活保護の決定実施

の取扱いに準じて必要と認める保護を行うものとし、保護等の内容については別段

取扱上の差等をつけるべきではないとしている。同通知には、その保護の対象とな

る外国人の範囲を限定する旨の記載はない。 

 平成２年１０月、厚生省の生活保護指導監査職員ブロック会議において行われた

口頭の説明（以下「平成２年口頭説明」という。）は、昭和２９年通知による生活
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保護の措置の対象となる外国人の範囲について、出入国管理法別表第２の在留資格

をもって在留する外国人（以下「別表第２在留資格者」という。）は含まれるが、

同法別表第１の在留資格をもって在留する外国人（以下「別表第１在留資格者」と

いう。）は原則として含まれない旨、特定活動の在留資格を有する者については、

個別的に判断すべき事情があり得るから、厚生省に協議する必要がある旨、難民

は、定住者の資格を有しない場合もあり得るが、本国の庇護を受けられないことか

ら、生活保護の対象になり得る旨の説明をした。 

 また、「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日厚生労働省社会・援

護局保護課長事務連絡。以下「平成２１年事務連絡」という。）は、昭和２９年通

知による生活保護の措置の対象となる外国人は、活動に制限を受けない「永住者」

「定住者」等の在留資格を有する外国人であって、具体的には、①別表第２在留資

格者、②「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法」に定める特別永住者、③難民の認定を受けている者であるが、特定

活動の在留資格を有する者のうち日本国内での活動に制限を受けないもの等につい

て疑義がある場合には、厚生労働省に照会されたい旨の取扱いを示した。 

 ⑵ 生活保護法による保護は、地方公共団体が法令に基づいて実施しなければな

らない事務であって、国と地方公共団体相互の利害に関係がある事務のうち、その

円滑な運営を期するためには、なお国が進んで経費を負担する必要があるものであ

り（地方財政法１０条４号）、国は、市町村等が支弁した保護費（保護の実施に要

する費用をいう。）等の４分の３を負担しなければならないが（生活保護法７５条

１項）、「生活保護法による国庫負担金の取扱いについて」（昭和４４年７月２５

日厚生省社第１６９号厚生事務次官通知）は、「別に定める通知により行う外国人

保護に要する費用等については国庫負担金に準ずるものとして取り扱う」ものとし

ている。 

 ⑶ 昭和２９年通知が発せられた当時、生活保護法による保護の決定及び実施等

に係る地方公共団体が処理する事務は、機関委任事務とされていたが、平成１１年
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制定の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」による地方

自治法の改正により、機関委任事務が廃止されたことに伴い、生活保護法による保

護の決定及び実施等に係る地方公共団体が処理する事務は、第１号法定受託事務

（法律又はこれに基づく政令により都道府県、市町村又は特別区が処理することと

される事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るものであつて、国においてその

適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に

定めるもの）とされた（生活保護法８４条の５、地方自治法２条９項１号）。 

 昭和２９年通知を踏まえた行政措置による保護は、法律又はこれに基づく政令に

より都道府県等が処理することとされる事務に当たらないから、法定受託事務では

なく、自治事務と解される。そして、昭和２９年通知、平成２年口頭説明及び平成

２１年事務連絡は、厚生労働大臣が、その担任する事務に関し、地方公共団体に対

し、地方公共団体の事務の運営その他の事項について適切と認める技術的な助言又

は勧告を行うものと解され（地方自治法２４５条の４第１項）、地方公共団体とし

ては、これらを尊重すべきではあっても、これらに従う義務を負うものとは解され

ない（同法２４７条３項参照）。そうすると、外国人に対する行政措置による保護

は、地方公共団体の裁量により当事者との契約に基づいて行うものと解され、それ

が昭和２９年通知等に沿うものである場合には、これに要する費用等について、生

活保護法による国庫負担金に準ずる取扱いがされるものと解される。 

 最高裁平成２４年（行ヒ）第４５号同２６年７月１８日第二小法廷判決・訟務月

報６１巻２号３５６頁（以下「平成２６年判決」という。）が、「外国人は、行政

庁の通達等に基づく行政措置により事実上の保護の対象となり得る」としたのは、

以上のような意味に理解される。 

 ３ 憲法適合性についての判断の枠組み 

 ⑴ 憲法第３章の諸規定による基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみ

をその対象としていると解されるものを除き、我が国に在留する外国人に対しても

等しく及ぶものと解される（最高裁昭和５０年（行ツ）第１２０号同５３年１０月
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４日大法廷判決・民集３２巻７号１２２３頁）。 

 憲法２５条１項は、国民が健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する旨

を規定しており、これについては、同条２項による社会的立法及び社会的施設の創

造拡充により、個々の国民の具体的・現実的な生活権が設定充実されてゆくものと

解される（最高裁昭和５１年（行ツ）第３０号同５７年７月７日大法廷判決・民集

３６巻７号１２３５頁（以下「昭和５７年大法廷判決」という。）等）。そして、

生活保護法は、憲法２５条に規定する理念に基づき、生活に困窮する全ての国民に

ついて、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障す

るとともに、その自立を助長することを目的とし、全ての国民は、同法の定める要

件を満たす限り、同法による保護を無差別平等に受けることができ、同法により保

障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができるもの

でなければならない旨を定めているから（１条～３条）、同法による保護を受ける

ことができる権利は、憲法２５条にいう「健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利」を具体的権利として定めたものということができる（最高裁昭和３９年（行

ツ）第１４号同４２年５月２４日大法廷判決・民集２１巻５号１０４３頁等）。 

 そして、憲法２５条にいう上記権利は、人間の生存と尊厳という最も重要かつ普

遍的な価値を基礎としており、その価値は国籍によって左右されないというべきで

あるから、権利の性質上日本国民のみをその対象としているとはいえない。 

 他方で、上記権利について具体的にどのような立法措置を講ずるかの選択決定

は、立法府の広い裁量に委ねられるものと解されるが（昭和５７年大法廷判決

等）、それを具体的権利として定めた生活保護法による保護の対象者を日本国民に

限定し外国人を除外することの憲法適合性は、権利の内容を具体化する裁量の問題

ではなく、既に具体化された権利の主体の要件に関し、日本国民と外国人を区別し

て、外国人の権利を否定することの合理性の問題である。 

 また、憲法１４条１項は、法の下の平等を定めており、事柄の性質に応じた合理

的な根拠に基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止する趣旨のものであ
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る（最高裁昭和３７年（オ）第１４７２号同３９年５月２７日大法廷判決・民集１

８巻４号６７６頁等）。 

 ⑵ １９６６年（昭和４１年）に採択され、１９７９年（昭和５４年）に我が国

が批准した「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（以下「社会権規

約」という。）は、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」とともに、世界人

権宣言を基礎とする国際約束として作成され採択されたものであるところ、９条に

おいて、締約国は、社会保険その他の社会保障についての全ての者の権利を認める

旨を規定するとともに、２条１項において、締約国は、立法措置その他の全ての適

当な方法により同規約において認められる権利の完全な実現を漸進的に達成するた

め、自国における利用可能な手段を最大限に用いることにより、個々に又は国際的

な援助及び協力、特に、経済上及び技術上の援助及び協力を通じて、行動をとるこ

とを約束する旨を規定し、同条２項において、締約国は、同規約に規定する権利が

人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的若しくは社会

的出身、財産、出生又は他の地位によるいかなる差別もなしに行使されることを保

障することを約束する旨を規定する。 

 これらの規定をみると、社会保障についての権利の完全な実現は、各締約国の社

会的・経済的な諸事情や財政状況等を踏まえ、立法措置その他の適当な方法により

漸進的に達成されるものであるから、社会権規約９条が個人に対し即時に具体的権

利を付与すべきことを定めるものとは解されないが、人間は基本的な権利及び自由

を差別なく享有するとの原則（国際連合憲章、世界人権宣言参照）に照らし、締約

国において、立法措置等により一定の権利が具体化されている場合には、当該権利

がいかなる差別もなしに行使されることの保障を約束する同規約２条２項の義務に

ついては、それが漸進的に達成されるべきものとはいえない。同条が１項と２項を

分けて異なる文言で規定されていることや、この点に関する立案の経緯に照らして

も、同条２項の義務は、即時に効力を有するものと解するのが相当である（経済

的、社会的及び文化的権利に関する委員会（以下「社会権規約委員会」という。）
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の一般的意見第１９（２００７年（平成１９年））の第４０項及び一般的意見第２

０（２００９年（平成２１年））の第７項等参照）。また、同条３項が、開発途上

にある国について、人権及び自国の経済の双方に十分な考慮を払い、同規約におい

て認められる経済的権利をどの程度まで外国人に保障するかを決定することができ

る旨を規定していることに照らしても、同条２項が国籍による差別の禁止を含む趣

旨であることは明らかである（上記一般的意見第２０の第３０項等参照）。 

 また、１９５１年（昭和２６年）に採択され、１９８１年（昭和５６年）に我が

国が加入した「難民の地位に関する条約」（以下「難民条約」という。）は、締約

国が、合法的にその領域内に滞在する難民に対し、公的扶助及び公的援助に関し、

自国民に与える待遇と同一の待遇を与える旨、国の安全又は公の秩序を理由とする

場合を除くほか、合法的にその領域内にいる難民を追放してはならない旨を規定す

る（２３条、３２条１項）。 

 これらの条約により、外国人に対する社会保障については、その国籍の属する国

（以下「国籍国」という。）の責任に全て帰せられるものではなく、外国人は、合

理的な根拠に基づく場合を除き、在留する国の社会の一員として、その国民と同等

の取扱いを受けるという平等原則が規範として確立しているというべきであり、我

が国は、これを誠実に遵守すべき立場にある（憲法９８条２項）。 

 政府も、社会権規約及び難民条約の締結に当たり、国会において、社会権規約９

条は社会保障について外国人を差別してはならないことを意味している旨、生活保

護法は国籍を要件としているものの、実質的に内外人同じ取扱いで生活保護を実施

しており、同規約及び難民条約の批准に全く支障がない旨等の説明をしている（昭

和５４年５月２８日参議院外務委員会及び昭和５６年５月２７日衆議院法務委員会

・外務委員会・社会労働委員会連合審査会における各政府委員の答弁等）。そし

て、昭和５６年制定の「難民の地位に関する条約等への加入に伴う出入国管理令そ

の他関係法律の整備に関する法律」（以下「難民条約整備法」という。）等によ

り、国民年金法、児童手当法、国民健康保険法等の国籍要件（社会保障の給付に係
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る法令の定める要件のうちその適用の対象につき「国民」又は「日本国民」と定め

るものをいう。以下同じ。）が撤廃されるとともに、外国人の退去強制事由から

「貧困者、放浪者、身体障害者等で生活上国又は地方公共団体の負担になっている

もの」（難民条約整備法による改正前の出入国管理令２４条４号ホ）が削除され

た。 

 また、政府は、社会権規約１６条及び１７条に基づく第３回政府報告（２００９

年（平成２１年））において、我が国においては、適法に滞在している外国人に対

しては、内外人平等の原則に立って、日本人と同様の社会保障を適用している旨の

報告をしている。 

 そして、外国人に対する生活保護に関しては、長年にわたり、昭和２９年通知を

踏まえた行政措置として、一定の外国人について日本国民と同等の保護が事実上実

施されている。 

 ⑶ 以上に鑑みると、本件規定が生活保護法による保護の対象者を日本国民に限

定し外国人を除外することについて、それが憲法２５条に違反するか否かの判断と

憲法１４条１項に違反するか否かの判断は、相互に密接に関連し、検討に当たって

考慮すべき事項が共通するものということができるものであり、上記各条項との関

係で本件規定の合憲性を肯定し得るためには、その除外が、外国人の在留資格その

他の事情を踏まえ、合理的な根拠に基づくものであることを要するものと解される。 

 ⑷ なお、最高裁昭和６０年（行ツ）第９２号平成元年３月２日第一小法廷判決

・裁判集民事１５６号２７１頁は、社会保障上の施策において在留外国人をどのよ

うに処遇するかについて、国は、特別の条約の存しない限り、当該外国人の属する

国との外交関係、変動する国際情勢、国内の政治・経済・社会的諸事情等に照らし

ながら、その政治的判断によりこれを決定することができ、その限られた財源の下

で福祉的給付を行うに当たり、自国民を在留外国人より優先的に扱うことも許され

る旨等の判示をしている。この判示は、難民条約整備法により国民年金法の国籍要

件を定める規定を削除する改正前の同法において、保険方式による年金給付の制度



- 10 - 

発足時（昭和３４年１１月１日）の経過的な救済措置として設けられた無拠出制の

障害福祉年金の対象者について国籍要件が定められていたところ、同年金受給権の

裁定請求を棄却した処分（昭和４７年８月２１日）の取消しを求める訴えに関し、

上記国籍要件の規定が憲法２５条に違反する旨の主張を排斥する理由中で述べられ

たものであり、本件規定の憲法適合性についての判断に及ぶものとはいえない。 

 また、上記判決は、社会権規約９条について、同規約２条１項を指摘するなどし

て、個人に対し即時に具体的権利を付与すべきことを定めたものではなく、国籍要

件を直ちに排斥するものとはいえない旨等の判示をしているが、同判示は、同条２

項及び３項を指摘しないまま、上記国民年金法の国籍要件の規定が憲法９８条２項

に違反する旨の主張を排斥する理由中で述べられたものであり、本件規定の憲法適

合性についての判断に及ぶものとはいえない。 

 さらに、平成２６年判決は、本件規定の「国民」に外国人が含まれない旨の判示

をしているが、本件規定の憲法適合性についての判断を示していない。 

 社会権規約委員会は、我が国政府が社会権規約による義務について即時の効力が

ないと解釈し、裁判所も同規約の規定が国内的に適用できないとする判断をしてい

ることに関し、累次の懸念を表明している（社会権規約１６条及び１７条に基づく

第２回及び第３回政府報告に関する社会権規約委員会の総括所見（２００１年（平

成１３年）９月２４日及び２０１３年（平成２５年）５月１７日）。 

 ４ 本件規定の憲法適合性 

 ⑴ 外国人は、一般に、国籍国において公的扶助等の保護を受けることができる

が、その者が国籍国の外にいる場合、その保護には事実上の限界がある上、難民そ

の他国籍国に帰国してその保護を受けることが困難な特別の事情を有する者もいる。 

 ⑵ 難民は、人種、宗教、国籍若しくは特定の社会的集団の構成員であること又

は政治的意見を理由に迫害を受けるおそれがあるという十分に理由のある恐怖を有

するために、国籍国の外にいる者であって、その国籍国の保護を受けることができ

ない者又はそのような恐怖を有するためにその国籍国の保護を受けることを望まな
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い者等をいい（出入国管理法２条３号、難民条約１条Ａ⑵等）、法務大臣は、本邦

にある外国人からの申請により、その者が難民である旨の認定を行うことができる

（同法６１条の２第１項）。そして、法務大臣は、難民の認定をする場合、同法別

表第１又は別表第２の在留資格をもって本邦に在留する者等を除き、原則として、

その者に定住者の在留資格の取得を許可するが、その在留を特別に許可して在留資

格等を決定する場合もある（同法６１条の２の２第１項、５０条１項４号、２

項）。このように、難民の認定を受けている外国人の在留資格は、定住者に限られ

るわけではない。 

 難民は、国籍国において生命又は自由が脅威にさらされている者であって、国籍

国に帰国してその保護を受けることが困難な特別の事情を有するものであるから、

人間は基本的な権利及び自由を差別なく享有するとの原則に基づき、国際的な協調

の下に、その権利及び自由が保障されなければならない（難民条約前文参照）。 

 最低限度の生活を営む権利は、人間の生存と尊厳という最も重要かつ普遍的な価

値を基礎とするものであり、社会権規約及び難民条約の規定をも踏まえると、難民

の認定を受けている外国人は、その在留資格に関わらず、本邦において困窮のため

最低限度の生活を維持することができない場合、その困窮の程度に応じ必要な保護

を受けることについて、日本国民と異なる法律上の取扱いをすべき合理的な根拠は

ない。 

 なお、難民の認定を受けている外国人は、昭和２９年通知を踏まえた行政措置に

よる保護の対象となるが、この保護は、法律に基づくものではなく、地方公共団体

の裁量により当事者との契約に基づいて行うものであるから、その保護が同通知に

従って実施されないときも、行政不服審査法に基づく不服申立て等によりその是正

を求めることはできない。 

 ⑶ 補完的保護対象者は、難民以外の者であって、難民の要件のうち迫害を受け

るおそれがある理由が所定の理由であること以外の要件を満たすものをいい（出入

国管理法２条３号の２、難民条約１条Ａ⑵等）、法務大臣は、本邦にある外国人か
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らの申請により、その者が補完的保護対象者である旨の認定を行うことができる

（同法６１条の２第２項、３項）。そして、法務大臣は、補完的保護対象者の認定

をする場合、同法別表第１又は別表第２の在留資格をもって本邦に在留する者等を

除き、原則として、その者に定住者の在留資格の取得を許可するが、その在留を特

別に許可して在留資格等を決定する場合もある（同法６１条の２の２第１項、５０

条１項４号、２項）。このように、補完的保護対象者の認定を受けている外国人の

在留資格は、定住者に限られるわけではない。 

 補完的保護対象者は、難民と同様に、国籍国において生命又は自由が脅威にさら

されている者であって、国籍国に帰国してその保護を受けることが困難な特別の事

情を有するものであるから、補完的保護対象者の認定を受けている外国人は、その

在留資格に関わらず、本邦において困窮のため最低限度の生活を維持することがで

きない場合、その困窮の程度に応じ必要な保護を受けることについて、日本国民と

異なる法律上の取扱いをすべき合理的な根拠はない。 

 なお、昭和２９年通知等を踏まえると、補完的保護対象者の認定を受けている外

国人は、定住者の在留資格を有する場合は、行政措置による保護の対象となるが、

出入国管理法別表第１の在留資格を有する場合は、直ちにその保護の対象者となる

ものではない。また、定住者の在留資格を有する場合において、その保護が同通知

に従って実施されないときも、行政不服審査法に基づく不服申立て等によりその是

正を求めることはできない。 

 ⑷ 特定活動の在留資格に関し、法務大臣が個々の外国人について特に指定する

活動については、上陸のための条件として法務大臣があらかじめ告示（出入国管理

及び難民認定法第７条第１項第２号の規定に基づき同法別表第１の５の表の下欄に

掲げる活動を定める件（平成２年法務省告示第１３１号））をもって定めるものの

ほか、本邦に在留する間に疾病に罹患し又は傷害を負った場合等において、「本邦

の医療機関において医療を受けることを必要とする特別の事情を有する者が行う疾

病（又は傷害）のため療養する活動及び日常的な活動」（以下「療養活動」とい
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う。）の指定がされる場合がある。 

 また、法務大臣は、出入国管理法５０条１項に基づき在留特別許可をするか否か

の判断に当たっては、当該外国人について、人道上の配慮の必要性を含む諸事情を

考慮するものとされており（同条５項）、人道上の配慮の必要性に関し特に考慮す

べき事情には、当該外国人が難病等により本邦の医療機関において治療を受ける必

要があること等の事情が含まれるものと解されるところ（出入国在留管理庁「在留

特別許可に係るガイドライン」（令和６年３月改定）参照）、在留特別許可をする

場合、療養活動の指定に係る特定活動の在留資格と決定する場合がある。 

 このように、療養活動の指定に係る特定活動の在留資格をもって本邦に在留する

外国人（以下「療養活動外国人」という。）は、本邦の医療機関において医療を受

ける必要があり、国籍国に帰国してその保護を受けることが困難な特別の事情を有

するものであるから、本邦において困窮のため最低限度の生活を維持することがで

きない場合において、その困窮の程度に応じた必要な保護を否定することは、その

生存に危険を生じさせるものであって、著しく人道に反し、個人の尊厳をないがし

ろにするものというべきである。療養活動外国人は、上記保護を受けることについ

て、難民の認定又は補完的保護対象者の認定を受けている外国人と同様に、日本国

民と異なる法律上の取扱いをすべき合理的な根拠を見いだし難い。 

 なお、昭和２９年通知等を踏まえると、療養活動外国人は、行政措置による保護

の対象とならない。 

 ⑸ア 平成２年口頭説明は、昭和２９年通知を踏まえた行政措置による保護の対

象者に関し、別表第１在留資格者は、国又は地方公共団体の負担になるおそれがな

いことを条件に在留が認められた者であること、本邦における活動が制限されてい

て、自力で生活することが限定的にしか認められておらず、原則的に生活保護制度

が前提にしている者であるとは考えにくいこと等の指摘をしている。 

 その一方で、平成２年口頭説明は、難民について、定住者の資格を有しない場合

もあり得るが、本国の庇護を受けられないことを理由に、生活保護の対象になり得
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るものとしている上、特定活動の在留資格について、個別的に判断すべき事情があ

り得るから、厚生省に協議する必要がある旨の説明をしているから、昭和２９年通

知を踏まえた行政措置による保護においても、国籍国に帰国してその保護を受ける

ことが困難な特別の事情を有する者については、その在留資格に関わらず、日本国

民と同様の取扱いをすることを否定するものではないと解される。 

 イ そもそも、生活上国又は地方公共団体の負担になるおそれのある者に該当し

ないことは、全ての外国人に共通する上陸のための条件であるが（出入国管理法５

条１項３号、７条１項４号、９条１項等）、本邦に在留する間に、疾病その他の理

由から生活に困窮する場合があり得ることは、別表第１在留資格者も別表第２在留

資格者も異なるものではない。 

 これを前提とした上で、難民又は補完的保護対象者は、国籍国において生命又は

自由が脅威にさらされている者であって、国籍国に帰国してその保護を受けること

が困難なものであり、その認定は、生活上公共の負担となっていないことやそのお

それがないことを要件としていない。 

 また、法務大臣は、在留資格の変更又は在留期間の更新の申請についてこれを適

当と認めるに足りる相当の理由があるか否かを判断する場合において（同法２０条

３項本文、２１条３項）、当該申請人が日常生活において公共の負担となっていな

いこと等を一つの事情として考慮することができるが、在留を認めるべき人道上の

理由が認められる外国人については、生活上公共の負担になっている場合でも、そ

の理由を十分勘案して判断すべきものと解される（出入国在留管理庁「在留資格の

変更、在留期間の更新許可のガイドライン」（令和８年１月改正）参照）。療養活

動外国人は、国籍国に帰国してその保護を受けることが困難なものであり、本邦に

おいて困窮のため最低限度の生活を維持することができない場合、必要な保護を受

けることができなければ、その生存に対する危険を免れることが困難である。 

 このように、国籍国に帰国してその保護を受けることが困難な特別の事情を有す

る者については、在留資格や在留期間の取扱いにおける公共の負担の考慮の点で、
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人道上特段の配慮がされるべきものということができる。 

 ウ 別表第１在留資格者については、各在留資格に応じ、収入を伴う事業を運営

する活動又は報酬を受ける活動（以下「就労活動」という。）を制限され又は禁止

されるが、許可を受けて、各在留資格に係る活動の遂行を阻害しない範囲内で当該

活動に属しない就労活動を行うことができる（出入国管理法１９条１項、２項）。

いずれにせよ、就労活動の制限等に関わらず、疾病等のため稼働できない状態にあ

り、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを活用してもなお最低限度の生

活を維持することができない場合、補足性の要件（生活保護法４条１項）を満たす

ことは明らかである。また、就労活動が禁止されているため稼働できないとして

も、それをもって直ちに上記要件を欠くものとはいえず、最低限度の生活の保障を

否定すべき理由はない。難民の認定を受けている外国人は、別表第１在留資格者で

ある場合にも、昭和２９年通知を踏まえた行政措置による保護の対象とされるが、

これも、就労活動の制限等が上記要件を満たす妨げとならないことを前提としてい

る。 

 また、生活保護法は、憲法２５条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮する

全ての国民に対し、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する

ことを目的とするが（１条）、自立の助長といっても、それは、就労による経済的

自立のための支援のみならず、被保護者の能力やその抱える問題等に応じ、身体や

精神の健康を回復・維持し、自分で自分の健康・生活管理を行うなど日常生活にお

いて自立した生活を送るための支援（日常生活自立支援）や、社会的なつながりを

回復・維持するなど社会生活における自立の支援（社会生活自立支援）を含むもの

と解される（平成１６年１２月１５日付け社会保障審議会福祉部会生活保護制度の

在り方に関する専門委員会報告書参照）。療養活動外国人についても、健康を回復

・維持し自分で自分の健康・生活管理を行うための支援など、日常生活自立支援及

び社会生活自立支援の対象となり得ることは明らかであり、就労活動の制限等がこ

れを否定する理由となるものではない。 
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 エ 以上によれば、平成２年口頭説明におけるアの指摘は、療養活動外国人につ

いて、日本国民と異なる法律上の取扱いをすべき合理的な根拠となるものとは解さ

れない。 

 ⑹ 以上のとおりであり、本件規定において、生活保護法による保護の対象者を

日本国民に限定し、少なくとも、難民の認定又は補完的保護対象者の認定を受けて

いる外国人及び療養活動外国人を除外していることは、外国人の在留資格その他の

事情を踏まえ、合理的な根拠に基づくものとはいえない。 

 したがって、本件規定のうち、少なくとも、難民の認定又は補完的保護対象者の

認定を受けている外国人及び療養活動外国人を除外する部分は、憲法２５条及び１

４条１項に違反し無効というべきである。 

 なお、「少なくとも」というのは、本件についての判断に必要な範囲で述べる趣

旨であり、その他の外国人を除外することが合憲であることを意味しないことはい

うまでもない。 

 ５ 本件規定に関する違憲を前提とする解釈 

 憲法２５条にいう「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は、権利の性質

上日本国民のみをその対象としているとはいえないところ、生活保護法による保護

を受けることができる権利は、同条にいう権利を具体的権利として定めたものであ

り、本件規定は、上記具体的権利の主体の要件を日本国民に限定し外国人を除外し

ている。本件規定のうち、上記主体から除外する部分が憲法２５条等に違反し無効

となる外国人は、同条にいう権利の主体となるべきものであり、上記具体的権利の

主体の要件における過剰な限定が無効となることによって上記要件を満たすものと

解されるから、生活保護法による保護を受けることができる権利を有するというべ

きである。 

 また、国会は、社会権規約及び難民条約の締結に当たり、社会保障に関する権利

については国籍による差別をしてはならないという認識の下に、国民年金法等の国

籍要件を撤廃する一方で、生活保護については、外国人が行政措置による保護によ
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って日本国民と同等の給付が受けられることを前提にして、生活保護法による保護

の対象から外国人を除外する本件規定を維持したものである。そうすると、およそ

外国人に対する生活保護を地方公共団体の裁量に委ねていることは、日本国民と同

等の給付を確保するという国会の意思に沿うものとはいい難い。むしろ、本件規定

のうち、日本国民と同等の給付を受けられない外国人を除外する部分が憲法２５条

等に違反し無効と判断される場合において、当該外国人が同法による保護を受ける

ことができる権利を有すると解することは、上記国会の意思に沿うものというべき

である。 

 以上のような解釈は、憲法２５条並びにこれを具体化する生活保護法の趣旨及び

目的に沿うものであり、裁判所が、法律にない新たな権利を創設するというもので

はなく、国会の立法権を侵害するということもできない。 

 ６ 結論等 

 ⑴ 以上のとおり、上告人を含む療養活動外国人は、生活保護法による保護の対

象に含まれるものであり、これと異なる見解の下に、同法に基づく保護の申請に係

る却下決定の取消請求等を棄却した原審の判断は、憲法２５条及び１４条１項並び

に生活保護法の解釈を誤ったものである。論旨は、この趣旨をいうものとして理由

があり、原判決は破棄を免れず、更に審理を尽くさせるため、本件を原裁判所に差

し戻すのが相当である。 

 ⑵ いうまでもなく、国会は、国権の最高機関であって国の唯一の立法機関であ

り（憲法４１条）、憲法２５条を現実の立法として具体化し、法律に基づく行政を

実現する責務を負う。 

 ７０年以上の長きにわたり、生活に困窮する一定の外国人について、日本国民と

同等の保護が事実上実施されていることは、憲法２５条の基礎にある人間の生存と

尊厳に関わる重い現実である。国会が、我が国に定着して生活する者等を含め、お

よそ外国人に対する生活保護について、法律上の制度を定めることを怠り、これを

地方公共団体の裁量に委ねていることは、国として、外国人の生存と尊厳をおろそ
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かにするものといわざるを得ない。 

 外国人に対する生活保護を法律上の権利ではなく恩恵的な給付にとどめること

は、現に保護を必要とする外国人を不安定な地位に置くだけではなく、我が国社会

を共に構成する外国人一般に対する差別や偏見を助長するおそれがあるという点で

も、個人の尊厳及び平等という憲法の基本的な価値を損なうものである。 

 基本的人権の保障については、最高法規である憲法の下に、関連する条約を誠実

に遵守するとともに、適切な法秩序が形成されなければならない。 

(裁判長裁判官 三浦 守 裁判官 岡村和美 裁判官 尾島 明 裁判官     

高須順一) 


